
施策名 課題等 主な取組 総合評価

①警戒避
難体制
の整備

・大規模な地震・津波の発生、火
山噴火や豪雨・豪雪などの自然
災害の発生が予想される
・「減災」を基本理念とした様々
な対策を組み合わせて災害に備
えることが必要

○北海道防災会議火山専門委員会の開
催
○太平洋沿岸の津波浸水想定の設定
○北海道防災会議地震専門委員会・
ワーキンググループ運営
ほか１３の取組

効果的な

取組を検

討し引き

続き推進

②原子力
安全対
策の推
進

・防災計画・避難計画の実効性を
高めるための取組を不断に推進
することが必要
・地域住民の健康を守り、生活環
境の保全を図る目的で安全協定
及び安全確認協定を締結

○北海道地域防災計画の点検・見直し
○緊急時におけるモニタリング体制の
充実・強化
○住民の信頼感・安心感の醸成のため
の広報・普及活動
ほか２つの取組

概ね順調

に展開

1 分 野：生活・安心

災害に強い地域

づくりの推進

①警戒避難体制の
整備

（総務部）

北海道地域防
災計画に基づ
き防災対策の
充実

【政策の方向性と施策の関係】

<総合計画施策推進状況>

災害情報の伝
達や避難誘導
体制の整備

避難勧告等に係る具体的な発令基準の策定状況
（施策①)

常時観測火山（９火山）のハザードマップ
の作成状況（施策①）

大雪山の運
用開始に伴
い道内全て
の常時観測
火山で体制
を完備

対象とする災害
により、発令基
準の策定状況に
差があり、高潮
に関しては目標
値に届いていな
いが、他は概ね
目標を達成

【総合計画の指標】

(％)(％)

【施策の詳細については、評価調書をご覧ください】

B 政策の方向性：災害に強い地域づくりの推進

(6) 政 策 の 柱：安全・安心な生活の基礎となる防災体制の確立

②原子力安全対策
の推進
（総務部）

洪水ハザードマップを作成した市町村の割合
（施策①)

洪水による浸水
被害のおそれが
ある１４１市町
村のうち、１３
６の市町村が整
備。

(％)

津波避難計画を作成した市町村の割合（施策①）

各市町村を訪
問するなど技
術的な助言等
を行っている
ことから概ね
目標は達成

(％)

津波ハザードマップを作成した市町村の割合
（施策①)

未作成の１町
に対して引き
続き助言を行
う等、作成を
促す

(％)
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【ほか２つの関連指標】

http://www.pref.hokkaido.lg.jp/ss/sks/R1kihonchousyo/check/0103PDC.pdf
http://www.pref.hokkaido.lg.jp/ss/sks/R1kihonchousyo/check/0104PDC.pdf

